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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第54期
第２四半期
連結累計期間

第55期
第２四半期
連結累計期間

第54期

会計期間
自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日

自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日

自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日

売上高 （百万円） 230,038 222,726 473,572

経常利益 （百万円） 57,588 54,977 112,671

四半期（当期）純利益 （百万円） 35,947 36,328 70,571

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 37,567 38,733 70,633

純資産額 （百万円） 465,049 525,783 493,697

総資産額 （百万円） 640,194 674,273 664,538

１株当たり四半期（当期）純利

益金額
（円） 430.62 435.03 845.32

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） 415.17 420.65 815.03

自己資本比率 （％） 72.6 78.0 74.3

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 47,638 34,868 120,674

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △15,130 △34,864 △23,356

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △43,339 △5,067 △77,868

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 49,756 74,944 80,017

 

回次
第54期
第２四半期
連結会計期間

第55期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自　平成25年７月１日
至　平成25年９月30日

自　平成26年７月１日
至　平成26年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 235.63 229.78

(注)１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

　　　　おりません。

   ２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

 

２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　 当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　 当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

　当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、緩やかな回復基調が続いているものの、消費税引上げに伴う

駆け込み需要の反動により、弱い動きも見られました。

　当社グループにおいては、東京ディズニーリゾート30周年の翌年であることに伴い、入園者数およびゲスト１人

当たり売上高が減少したことなどから、当第２四半期連結累計期間の業績は、売上高222,726百万円（前年同期比

3.2％減）、営業利益53,968百万円（同7.7％減）、経常利益54,977百万円（同4.5％減）となりました。なお、四

半期純利益は、法人税等が減少したことから36,328百万円（同1.1％増）となりました。セグメント別の業績は次

のとおりです。

（テーマパーク）

　東京ディズニーランドでは、５月29日に新ナイトエンターテイメント「ワンス・アポン・ア・タイム」をスター

トし、９月８日にはアトラクション「ジャングルクルーズ：ワイルドライフ・エクスぺディション」をリニューア

ルオープンいたしました。加えて、東京ディズニーランド、東京ディズニーシーにおいて季節感あふれるスペシャ

ルイベントを実施いたしました。

　しかしながら、当第２四半期連結累計期間の入園者数およびゲスト１人当たり売上高は、東京ディズニーリゾー

ト30周年の翌年であることに伴い前年同期を下回り、売上高は184,417百万円（前年同期比2.8％減）と減収となり

ました。

　また、営業利益は、売上高が減少したことなどにより46,108百万円（同6.0％減）と減益となりました。

（ホテル）

　テーマパーク入園者数の減少に伴い客室稼働率が減少したことなどから、売上高は29,702百万円（前年同期比

6.3％減）と減収となりました。営業利益は、売上高が減少したことなどにより、6,845百万円（同19.5％減）と減

益となりました。

（その他）

　テーマパーク入園者数の減少に伴いモノレール事業などの売上高が減少したものの、固定経費が減少したことな

どにより、売上高は8,606百万円（前年同期比0.3％減）、営業利益は920百万円（同14.6％増）と減収増益となり

ました。

 

(2) キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物の四半期末残高は、前第２四半期連結累計期間と比べ

25,187百万円増加し、74,944百万円となりました。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益54,977百万円な

どにより、34,868百万円の収入（前年同期は47,638百万円の収入）となりました。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間の投資活動によるキャッシュ・フローは、定期預金の預入による支出30,000百万円な

どにより、34,864百万円の支出（前年同期は15,130百万円の支出）となりました。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結累計期間の財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払額5,010百万円などにより、

5,067百万円の支出（前年同期は43,339百万円の支出）となりました。
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(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

① 当面の対処すべき課題の内容、対処方針及び具体的な取り組み内容

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

② 会社の支配に関する基本方針

当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定め、敵対的買収への基本的な

考え方を明確にすることを目的として、以下のとおり「会社の支配に関する基本方針」を定めております。

 

（基本方針の内容）

　ＯＬＣグループは、「自由でみずみずしい発想を原動力に すばらしい夢と感動 ひととしての喜び そしてやす

らぎを提供する」という企業使命のもと、日本国民はもとより、アジアを中心とする海外の人々からも広く愛さ

れ、親しまれる企業であり続けること、そしてあらゆるステークホルダーから信頼と共感を集め、その成果であ

るキャッシュ・フローの最大化を達成することで、長期的な企業価値の向上を目指してまいります。

ＯＬＣグループのコア事業である東京ディズニーリゾートにおいては、東京ベイエリアの中心的な役割を担う

だけでなく、親しみある空間を提供することでより多くのゲストをお迎えして最高のハピネスを分かち合うと同

時に、高水準なフリー・キャッシュ・フローを創出し続けることを目指してまいります。とりわけ、テーマパー

ク事業においては、ゲストの皆様に十分満足していただくために必要な要員や資金を投入し、高いレベルのサー

ビスを提供し続けること、そのための従業員教育に投資を惜しまないこと、安全や清潔さ、魅力的なデザインな

ど施設のクオリティを決して落とさないこと、そして、新たなアトラクションを適時に導入することをはじめと

して継続的かつ資産効率を加味した設備投資を行っていくことが必要不可欠であると考え、これらの施策を実行

してまいります。

さらに、長期的な視点で、新たな成長に向けた事業の研究開発を進めてまいります。

このように、当社の経営方針は、換言すれば長期的に成長し続けることを目指すものであり、決して短期の利

益のみを追求することではありません。当社は、これらの施策を継続的に実行していくことによってはじめて企

業価値を高めていくことができるものと確信しております。

当社は、経営の支配権が移動することによる経営の革新や活性化を一概に否定するものではありません。ま

た、さらなる企業価値・株主共同の利益の向上を実現することが可能な買収を阻止する考えもありませんが、買

収には企業価値を毀損する場合もあるため、当社の経営が他者によって支配されることに対しては、取締役会と

しても極めて慎重に判断しなければならないと考えています。なぜなら、当社の企業価値・株主共同の利益を向

上させるためには、上記のような取り組みが不可欠であると確信しているからであります。

　以上の観点から、当社は、当社の企業価値を毀損するおそれのある者（上記のような経営方針によらない経営

をしようとする者も含みます）は、当社の財務や事業の方針の決定を支配する者としてふさわしくないと考え、

これに該当するような者に対し最も適切と判断する措置を行います。

 

（当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取り組み）

当社は、基本方針の実現に資する特別な取り組みは行っておりませんが、以下に掲げる中期経営計画を策定し

ており、当該計画は、基本方針の実現に資するものであると考えております。

平成25年度は２つのテーマパークの入園者数が3,000万人の大台を超える結果となり、あらためて東京ディズ

ニーリゾートの持つ潜在的な強さを認識するとともに、今後の更なる成長への確信をもつ機会となりました。ま

た、今後のレジャー市場環境は、可処分所得の高い中高年層の人口増加や訪日外国人旅行者数の増加などが想定

されており、これらも東京ディズニーリゾートの更なる成長に繋がる機会として捉えております。こうした当社

グループの状況やマーケットの変化に応じた長期的な経営の方向性を示すべく、平成35年に当社グループが目指

すべき状態として「2023ありたい姿」を策定し、「ⅰ.コア事業の長期持続的な成長」と「ⅱ.新規事業による更

なる成長」を二本の柱として掲げました。併せて、その最初の３年間である平成28年度までの経営戦略「2016中

期経営計画」を策定いたしました。

ⅰ．コア事業の長期持続的な成長

　コア事業であるテーマパーク事業では、「世代を超え、親子や夫婦など、あらゆる形態を含むファミリー」を

今後の戦略上のメインターゲットとし、将来の顧客基盤となる低年齢層のゲストを含むファミリーの取込みに向

けたプロダクトの拡充や、中高年層のゲストに向けた環境整備などに取り組んでまいります。また、海外ゲスト

に向けては環境整備の推進などを通じて、訪日外国人旅行者の確実な取込みを行ってまいります。そして、この

ようなプロダクトの拡充や環境整備などを行い舞浜の土地を有効活用することで、テーマパーク価値を最大化し

てまいります。

 

EDINET提出書類

株式会社オリエンタルランド(E04707)

四半期報告書

 4/20



 

ⅱ．新規事業による更なる成長

事業領域を「今までに無い新しい価値・体験」を通じて、「夢、感動、喜び、やすらぎ」を提供できる事業と

し、舞浜エリア外での新たな成長に向けた投資を実行してまいります。これにより、平成35年には新規事業の規

模が１セグメントレベルとなることを目指してまいります。

　以上のような取り組みにより、中長期的に企業価値を向上させてまいります。

 

（基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための

取り組み）

現在のところ、当社の株式を大量に取得しようとする者の存在によって、具体的な脅威が生じているものでは

ありません。また、当社として現時点では、そのような買付者が出現した場合の具体的な施策を予め定めるもの

ではなく、当社の財務および事業の方針の決定が不適切な者によって支配されることを防止するための取り組み

は行っておりませんが、当該方針の決定を支配する者としてふさわしくないと認められる者が現れた場合、当社

取締役会は、ただちに、対抗措置を実行することを予定しております。

　具体的には、当社株式を大量に取得しようとする者が現れた場合で、それが、上記に記載した当社の企業価値

を毀損する行為を目的として当社を支配しようとする者、強圧的二段階買収など株主の皆様に当社株式の売却を

事実上強要するおそれがある買収をしようとする者、上記のような当社の長期的な発展・成長を阻害する経営方

針・経営戦略をもって当社を支配しようとする者、当社の株主の皆様が当社株式を買収者に譲渡するか保有し続

けるかを判断するために十分な情報や時間を与えずに買収しようとする者、当社取締役会が買収の提案を評価す

るために必要な情報および買収者との交渉や対案の提案を行う時間を与えずに買収しようとする者など企業価値

の毀損につながると認められる者であったときは、当社は、ただちに、外部の専門家などを含めて当該買収を評

価したうえで最も適切と考えられる措置を検討し、当社の企業価値が毀損されるおそれが高いと判断した場合な

どは、必要な範囲で状況に応じて適切な対抗措置を実行いたします。

 

(4) 研究開発活動

   該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 330,000,000

計 330,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成26年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年11月13日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 90,922,540 90,922,540
東京証券取引所

（市場第一部）

権利内容に何ら

限定のない当社

における標準と

なる株式であ

り、単元株式数

は100株でありま

す。

計 90,922,540 90,922,540 － －

(注)「提出日現在発行数」欄には、平成26年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

　　れた株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金
増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成26年７月１日～

 平成26年９月30日
－ 90,922,540 － 63,201 － 111,403
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（６）【大株主の状況】

  平成26年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

京成電鉄株式会社  千葉県市川市八幡三丁目３番１号 18,157 19.97

三井不動産株式会社    東京都中央区日本橋室町二丁目１番１号 7,689 8.46

千葉県  千葉県千葉市中央区市場町１番１号 3,300 3.63

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口）
 東京都港区浜松町二丁目11番３号 2,672 2.94

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口）
 東京都中央区晴海一丁目８番11号 1,927 2.12

みずほ信託銀行株式会社 退職給付

信託 みずほ銀行口 再信託受託者

資産管理サービス信託銀行株式会社

 東京都中央区晴海一丁目８番12号 1,873 2.06

第一生命保険株式会社　  東京都千代田区有楽町一丁目13番１号 1,640 1.80

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口４）
 東京都中央区晴海一丁目８番11号 1,068 1.18

三井住友信託銀行株式会社  東京都千代田区丸の内一丁目４番１号 862 0.95

STATE STREET BANK WEST CLIENT -

TREATY

（常任代理人　株式会社みずほ銀行

決済営業部）

 1776 HERITAGE DRIVE, NORTH QUINCY, MA

 02171, U.S.A.

 （東京都中央区月島四丁目16番13号）

761 0.84

計 － 39,953 43.94

(注)１．上記のほかに、自己株式が7,206千株あります。なお、従業員持株会型ＥＳＯＰの信託口が所有する当社株式202

　　　　千株は自己株式数に含まれておりません。

　　２．当第２四半期会計期間末現在における上記大株主の所有株式数のうち信託業務の株式数については、当社として

　　　　把握することができないため記載しておりません。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成26年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　 7,206,000 －

権利内容に何ら限定のない当社にお

ける標準となる株式であり、単元株

式数は100株であります。

完全議決権株式（その他） 普通株式　83,678,100 836,781 同上

単元未満株式 普通株式　　　38,440 － 同上

発行済株式総数 90,922,540 － －

総株主の議決権 － 836,781 －

(注)１．「完全議決権株式（自己株式等）」欄の普通株式には、従業員持株会型ＥＳＯＰの信託口が所有する202千株は

　　　　含まれておりません。

　　２．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,500株（議決権の数25個）含まれて

　　　　おります。

 

②【自己株式等】

平成26年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社オリエンタルラ

ンド

千葉県浦安市舞浜

１番地１
7,206,000 － 7,206,000 7.93

計 － 7,206,000 － 7,206,000 7.93

 

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。

なお、当社は執行役員制度を導入しており、執行役員の異動は、次のとおりであります。

役職の異動

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

執行役員 商品本部長 執行役員
商品本部長・

商品本部商品管理部長
神原　里佳 平成26年７月１日

執行役員

エンターテイメント本部長・

エンターテイメント本部

エンターテイメント企画室長

執行役員 エンターテイメント本部長 酒井　成治 平成26年９月１日
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成26年７月１日から平

成26年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成26年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 93,518 103,446

受取手形及び売掛金 20,750 17,146

有価証券 36,509 40,998

商品及び製品 9,371 12,642

仕掛品 57 32

原材料及び貯蔵品 5,180 5,450

その他 8,965 9,471

貸倒引当金 △1 △1

流動資産合計 174,352 189,185

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 285,990 280,829

機械装置及び運搬具（純額） 30,974 29,135

土地 107,976 107,976

建設仮勘定 5,962 4,878

その他（純額） 7,884 8,358

有形固定資産合計 438,788 431,178

無形固定資産   

その他 9,734 10,021

無形固定資産合計 9,734 10,021

投資その他の資産   

投資有価証券 33,478 37,553

その他 8,305 6,436

貸倒引当金 △120 △100

投資その他の資産合計 41,664 43,888

固定資産合計 490,186 485,088

資産合計 664,538 674,273
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成26年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 20,216 13,178

1年内返済予定の長期借入金 5,579 5,589

未払法人税等 27,240 18,025

災害損失引当金 106 86

その他 56,563 50,085

流動負債合計 109,706 86,965

固定負債   

長期借入金 52,849 52,548

退職給付に係る負債 2,930 3,059

その他 5,355 5,917

固定負債合計 61,135 61,524

負債合計 170,841 148,490

純資産の部   

株主資本   

資本金 63,201 63,201

資本剰余金 111,860 111,911

利益剰余金 358,955 388,841

自己株式 △46,684 △46,941

株主資本合計 487,332 517,012

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 6,014 8,465

退職給付に係る調整累計額 350 304

その他の包括利益累計額合計 6,365 8,770

純資産合計 493,697 525,783

負債純資産合計 664,538 674,273
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

売上高 230,038 222,726

売上原価 143,674 140,541

売上総利益 86,364 82,184

販売費及び一般管理費 ※ 27,904 ※ 28,216

営業利益 58,459 53,968

営業外収益   

受取利息 185 176

受取配当金 286 303

持分法による投資利益 67 69

受取保険金及び配当金 324 338

その他 638 522

営業外収益合計 1,501 1,410

営業外費用   

支払利息 675 232

社債償還損 1,392 －

支払手数料 133 132

その他 171 37

営業外費用合計 2,373 401

経常利益 57,588 54,977

税金等調整前四半期純利益 57,588 54,977

法人税、住民税及び事業税 20,144 17,836

法人税等調整額 1,497 813

法人税等合計 21,641 18,649

少数株主損益調整前四半期純利益 35,947 36,328

四半期純利益 35,947 36,328
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 35,947 36,328

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 1,620 2,451

退職給付に係る調整額 － △46

その他の包括利益合計 1,620 2,405

四半期包括利益 37,567 38,733

 

EDINET提出書類

株式会社オリエンタルランド(E04707)

四半期報告書

13/20



（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 57,588 54,977

減価償却費 18,200 16,947

のれん償却額 123 123

引当金の増減額（△は減少） △2,276 △39

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） － 130

受取利息及び受取配当金 △471 △480

支払利息 675 232

為替差損益（△は益） △5 10

持分法による投資損益（△は益） △67 △69

社債償還損 1,392 －

売上債権の増減額（△は増加） 2,623 3,772

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,073 △3,514

仕入債務の増減額（△は減少） △5,339 △7,640

未払消費税等の増減額（△は減少） △123 567

その他 △2,365 △3,359

小計 67,880 61,658

利息及び配当金の受取額 444 414

利息の支払額 △734 △330

法人税等の支払額 △19,951 △26,872

営業活動によるキャッシュ・フロー 47,638 34,868

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △10,000 △30,000

定期預金の払戻による収入 8,000 10,000

有形固定資産の取得による支出 △10,673 △12,334

有形固定資産の売却による収入 18 1

投資有価証券の取得による支出 △690 △9

その他 △1,784 △2,521

投資活動によるキャッシュ・フロー △15,130 △34,864

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入金の返済による支出 △17,170 △290

社債の償還による支出 △21,392 －

自己株式の取得による支出 － △0

配当金の支払額 △4,997 △5,010

その他 221 233

財務活動によるキャッシュ・フロー △43,339 △5,067

現金及び現金同等物に係る換算差額 5 △10

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △10,826 △5,073

現金及び現金同等物の期首残高 60,582 80,017

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 49,756 ※ 74,944
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

 「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」という。）及

び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以下「退職給付適用

指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて第１四

半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間

定額基準から給付算定式基準へ変更し、割引率の決定方法を従業員の平均残存勤務期間に近似した年数に基づく割引率

から単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。

 退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取り扱いに従って、当第２四半期

連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減しており

ます。

 この結果、当第２四半期連結累計期間の期首の投資その他の資産 その他が2,096百万円減少し、退職給付に係る負債

が7百万円増加及び利益剰余金が1,359百万円減少しております。また、当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利

益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ44百万円増加しております。

 

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱いの適用）

 「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号　平成25年12

月25日）を第１四半期連結会計期間より適用し、当社から信託へ自己株式を処分した時点で処分差額を認識し、信託か

ら従業員持株会に売却された株式に係る売却差損益、信託が保有する株式に対する当社からの配当金及び信託に関する

諸費用の純額を負債に計上しております。当該会計方針の変更による影響は軽微であり、遡及適用は行っておりませ

ん。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

　社債の債務履行引受契約に係る偶発債務は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成26年９月30日）

第７回無担保社債 30,000百万円 30,000百万円

第９回無担保社債 20,000 20,000

第10回無担保社債 10,000 10,000

 

（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前第２四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
　　至 平成25年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
　　至 平成26年９月30日）

給料・手当 6,416百万円 6,717百万円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記の

とおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日）

現金及び預金勘定 83,756百万円 103,446百万円

有価証券勘定 16,009 40,998

預入期間が３か月を超える定期預金 △50,000 △70,000

償還期限が３か月を超える有価証券 △9 －

短期貸付金 － 499

現金及び現金同等物 49,756 74,944
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日）

１．配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月27日

定時株主総会
普通株式 5,022 60.00 平成25年３月31日 平成25年６月28日 利益剰余金

(注)配当金の総額には、従業員持株会型ＥＳＯＰの信託口に対する配当金14百万円が含まれております。
 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間末後となるもの

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年10月30日

 取締役会
普通株式 5,022 60.00 平成25年９月30日 平成25年12月９日 利益剰余金

(注)配当金の総額には、従業員持株会型ＥＳＯＰの信託口に対する配当金13百万円が含まれております。
 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

１．配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日

定時株主総会
普通株式 5,022 60.00 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金

(注)配当金の総額には、従業員持株会型ＥＳＯＰの信託口に対する配当金12百万円が含まれております。
 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間末後となるもの

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年10月30日

 取締役会
普通株式 5,860 70.00 平成26年９月30日 平成26年12月８日 利益剰余金

(注)配当金の総額には、従業員持株会型ＥＳＯＰの信託口に対する配当金14百万円が含まれております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結損益
計算書計上額
（注）３ テーマパーク ホテル 計

売上高        

外部顧客への売上高 189,705 31,702 221,407 8,630 230,038 － 230,038

セグメント間の内部売上高

又は振替高
2,830 326 3,156 1,852 5,009 △5,009 －

計 192,535 32,028 224,564 10,482 235,047 △5,009 230,038

セグメント利益 49,055 8,502 57,557 803 58,360 99 58,459

 (注)１．「その他」区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、イクスピアリ事業、

 　　　　モノレール事業、グループ内従業員食堂運営事業等を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額99百万円は、セグメント間取引消去によるものです。

３．セグメント利益は四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結損益
計算書計上額
（注）３ テーマパーク ホテル 計

売上高        

外部顧客への売上高 184,417 29,702 214,119 8,606 222,726 － 222,726

セグメント間の内部売上高

又は振替高
3,002 297 3,299 1,987 5,286 △5,286 －

計 187,419 29,999 217,419 10,593 228,013 △5,286 222,726

セグメント利益 46,108 6,845 52,954 920 53,874 93 53,968

 
 (注)１．「その他」区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、イクスピアリ事業、

 　　　　モノレール事業、グループ内従業員食堂運営事業等を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額93百万円は、セグメント間取引消去によるものです。

３．セグメント利益は四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

（１）１株当たり四半期純利益金額 430円62銭 435円03銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（百万円） 35,947 36,328

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 35,947 36,328

普通株式の期中平均株式数（千株） 83,477 83,507

（２）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 415円17銭 420円65銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益調整額（百万円） 143 145

（うち支払利息（税額相当額控除後）

（百万円））
(143) (145)

普通株式増加数（千株） 3,453 3,198

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－ －

(注)従業員持株会型ＥＳＯＰの信託口が所有する当社株式を、「１株当たり四半期純利益金額」の算定上、期中平均

株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

 

２【その他】

 平成26年10月30日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

 （イ）配当金の総額・・・・・・・・・・・・・・・・・・5,860百万円

 （ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・・70円00銭

 （ハ）支払請求の効力発生日および支払開始日・・・・・・平成26年12月８日

(注)平成26年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払を行います。なお、配当金の総額に

　　は、従業員持株会型ＥＳＯＰの信託口に対する配当金14百万円が含まれております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成26年11月13日

株式会社オリエンタルランド

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 中村　宏之　　印

 

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 小松　博明　　印

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社オリエ

ンタルランドの平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成26年７月１

日から平成26年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結

キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社オリエンタルランド及び連結子会社の平成26年９月30日現在

の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 （注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

      ２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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